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2026年春季労使交渉・中小企業業種別妥結結果（最終集計） 

～399社平均 12,201円、アップ率 4.25％～ 

 

 

経団連は 28日、2026年春季労使交渉の中小企業業種別妥結結果（加重平均）の最終集計

を発表した。 

 

本集計は、地方別経済団体の協力により、原則として従業員数 500 人未満の中小企業 17

業種 754社を対象に実施。同日までに経団連が妥結を把握した 17業種 413社のうち、集計

可能な 17業種 399社の総平均は、引上げ額 12,201円（前年比＋202円）、アップ率 4.25％

（同△0.10ポイント）となった。引上げ額が現行の集計方法（加重平均）に変更した 1976

年以降で３番目の高水準を記録した上、1990～1992 年以来となる３年連続の「引上げ額１

万円台、アップ率４％超」となるなど、中小企業においても、賃金引上げの力強いモメンタ

ム（勢い）が継続し、「さらなる定着」の進展が確認できる結果といえる。 

 

製造業・非製造業別にみると、製造業（236社）平均は 13,142円・4.52％（前年比＋424

円、△0.05ポイント）、非製造業（163社）平均は 10,857円・3.85％（同△149円、△0.20

ポイント）であった。製造業・非製造業ともに、率は前年をやや下回ったものの、額は製造

業では前年を上回り、非製造業も１万円台の高い水準を維持した。 

業種別では、17 業種のうち 13 業種で引上げ額が 10,000 円超となり（前年比＋１業種）、

10業種でアップ率が４％を超えた（同＋２業種）。 

 

分布をみると、引上げ額では最高区分の「17,000円以上」（11.0％）が最も多く、全体で

は「10,000円以上」の企業が６割超に達している（62.9％）。アップ率では全体平均（4.25％）

より低い「3.0～3.5％未満」（12.8％）が最も多い一方、次いで「5.0～5.5％未満」（12.5％）

と「4.5～5.0％未満」（12.0％）の区分が多い上、「6.0％以上」が１割程度（9.8％）を占め

るなど、全体平均より高い区分にも一定程度分布していることが確認できる。 

 

 

以 上 


